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東日本大震災の復興支援への取組み状況の報告 

 

報告日：平成 23 年 6 月 27 日  
支部・部会・実行委員会・登録グループ名 

水産部会 
責任者名／報告者名 

部会長 村上正信 
取組みの状況（検討状況、予定等含む）2,000 字以内 
１．部会対策会議 第一回【水産関連産業復興・魚介藻類安全対策会議】の開催 
被災地は全国水揚高の過半を占め、食用魚介類の自給率を左右するほど重要な産業で復興は必

達、との認識の下、水産業の復興・魚介藻類の安全確保の支援・実践する会員に情報面・安全面

での支援を目的として、第一回を６月１５日に開催した。（議事録を部会全員に通知する） 
議事にて、部会員からの調査（漁港）・支援（小型漁船修復）報告を行うと共に、行政への提言・

部会が行う支援についても討議した。明治より続く漁業権問題、減災の為の高台移転と生業とす

る漁業の相克、漁港再生の基準再考等の議論を行った。部会が行う支援は、既存漁業権を尊重し、

北海道標津町で奏功した｢水産業を核とした地域づくり｣を手本に、第２種漁港級の地域で産官学

の復興プログラムを支援する方向で検討するとした。対象地域は、復興構想会議の推移、自治体

の財源確保・建築規制等の規制解除の推移を見守りながら絞り込む。次回は、漁場環境の回復、

公衆へのリスクコミュニケーション（放射性物質の水産物汚染問題）についての検討を行う。 
２．設置経緯等    4/01 第１回 幹事会：対策会議の必要性、あり方の検討 
           4/22 第２回 幹事会：対策会議の議事、運営に関する検討 
           5/14 水産部会 総会：対策会議設置 承認（年度計画） 
           6/15 第１回水産振興・魚介藻類安全会議 14 名出席 議事録別紙 
３．学協会等との連携 3/29 日本水産学会 臨時場勉強会 参加 

4/28  大日本水産会※ 第 7 回東日本大震災対策会議 派遣 
           5/19 大日本水産会  第 8 回東日本大震災対策会議 派遣 
           6/16 大日本水産会  第９回東日本大震災対策会議 派遣 
           6/17 日本水産工学会ワークショップ（漁場環境回復） 共同開催 
           6/18 日本水産学会 水産教育推進委員会（被災高校、水試の支援） 
           6/22 いわし食用化協会セミナー参画（復興構想会議委員への提言） 
４．被災状況報告   4/27 大津港、釜石、大槌（岡野）、塩釜（丹羽）  ※（会員名） 

5/14 南三陸町、釜石、大船渡市、陸前高田（関根）、大船渡市（阿部）

※大日本水産会／東日本大震災対策本部：全漁連、日本かつお・まぐろ漁業協同組合、全国近海

かつお・まぐろ漁業協会、全国まき網漁業協会、全国底引網漁業連合会、日本トロール底魚協会、

全国遠洋沖合いかつり漁業協会、全国さんま漁業協会、全国中央市場水産卸協会、全国水産加工

業協同組合、全国漁港漁場協会、漁船保険中央会、日本定置漁業協会、海洋水産システム協会、

海外まき網漁業協会、漁業信用基金中央会、全国蒲鉾水産加工業協同組合、全国水産養魚協会 



 


